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資産運用会社の投資一任業務及び投資助言業務、 

並びにこれに伴う組織変更と重要な使用人の変更に関するお知らせ 

 

ジャパン・ホテル・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託するジ

ャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日開

催の取締役会において、本資産運用会社の新たな業務として、投資一任業務及び投資助言業務に取り組む

ため、金融商品取引法に基づき、投資助言業務の開始に関する登録の申請及び投資一任業務の開始に関す

る業務方法書の変更の届出を金融庁に対して行うことと、関連して組織の変更及び重要な使用人の変更を

行うことを決議いたしましたのでお知らせします。 

 

記 

  

１． 本件の趣旨 

  日本のホテル市場は、安定した国内宿泊需要と近年の訪日外国人の継続的な増加を背景に大きな成

長を遂げ、ホテル投資に対する国内外の投資家ニーズは増大しています。また、今後の更なるホテル

宿泊需要拡大への期待を受けて、各地の主要マーケットで様々なホテルが開発され新たに運営されて

います。 

  こうした環境の中、本資産運用会社は、これまで本投資法人の投資対象とならなかったホテル案件

等について、他の顧客に対し投資一任業務あるいは投資助言業務を行うことにより、増大する様々な

ホテル投資のニーズに対応し、新たな投資機会の提供が出来るものと考えています。また、新たな業

務により培われるノウハウは、本資産運用会社の資産運用能力の向上に繋がり、本投資法人の資産運

用にも活用することができると考えています。 

  今回の新規業務の開始にあたり、本資産運用会社は、本投資法人、投資一任業務又は投資助言業務

の顧客との間で生じ得る利益相反に適切に対処するため、組織を一部変更したうえで厳格なルールを

定めます。詳細は下記「４．利益相反の管理体制について」をご参照下さい。 

 

２．投資助言業務の開始に関する変更登録の申請及び投資一任業務開始に関する業務方法書の変更の届出 

（１） 投資助言業務の開始に関する登録の申請 

  投資助言業務を開始するため、本日付で金融庁に対して変更登録の申請を行いました。 

（２） 投資一任業務の開始に関する業務方法書の変更の届出 

   投資助言業務の開始に関する変更登録完了後、遅滞なく変更の届出を行う予定です。 

 

３．組織の変更等について 

 （１） 投資一任業務及び投資助言業務を担当する部署として、私募ファンド部を新たに設立します。 

 （２）アセットマネジメント部を公募リート部に改称し、本投資法人の資産運用業務を担当する部署と

するとともに、従来のアセットマネジメント業務に加え、物件の取得決定及び売却決定を担当

業務とします。 
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 （３） アクイジション部の担当業務のうち、本投資法人の運用資産についての物件の取得決定及び売

却決定については公募リート部に移管し、アクイジション部は、公募リート部及び私募ファン

ド部に対する物件のソーシング及び取得･売却等のサポート業務を行うものとします。 

 （４） 変更に伴う効力発生日は７月 17 日とします。（予定） 

 

＊ 変更後の組織図については別紙１をご参照下さい。 

 

４．利益相反の管理体制について 

 新規業務の開始に伴い、本資産運用会社は、本投資法人以外の他の顧客から運用を受託する、ある

いは他の顧客に投資の助言を行うこととなります。この結果として生じる本投資法人と他の顧客の間

の利益相反に適切に対処するため、以下のルールを策定します。 

（１）ホテル案件等の取得機会について 

 全ての取得機会は、本投資法人の資産運用を行う公募リート部が優先的に検討します。但し、売主

の要望等により、本投資法人による取得が検討できない場合は例外とします。また、新設するパイプ

ライン会議において、個々の取得機会について、検討する部署及び顧客の決定と変更等の管理を行い

ます。 

（２）投資助言業務の顧客の物件売却について 

入札による第三者への売却を原則としますが、本投資法人が取得する場合は、該当する取引を審議

する投資運営委員会において不動産鑑定士を外部委員として招聘し、本外部委員に拒否権を与えるこ

ととします。また、本投資法人以外の他の顧客は、スポンサー関係者取引管理規則で規定するスポン

サー関係者に該当することとするため、スポンサー関係者との取引としてコンプライアンス委員会及

び投資法人役員会での承認が必要となります。 

 本投資法人による売却も、原則として入札により第三者に売却することを想定していますが、投資

助言業務の顧客が取得する場合は、上記と同じ意思決定プロセスに従うものとします。 

  

＊ 変更後の物件取得・売却に係る意思決定フローについては別紙２をご参照下さい。 

  

 

５．重要な使用人の変更について （2018 年７月 17 日付）（予定） 

 

氏名 変更後 変更前 変更内容 

竹田 東 私募ファンド部長 アクイジション部 

シニアマネージャー 

新任 

深澤 広樹 公募リート部長 アセットマネジメント部長 役職名の変更 

 

＊ 新たに就任する重要な使用人の略歴については別紙３をご参照下さい。 

 

６． 今後の見通し 

  本件による 2018 年 12 月期（2018 年 1 月 1日～2018 年 12 月 31 日）の本投資法人の運用状況の予

想に与える影響はなく、変更はありません。 

 

 

なお、本件に関しましては、金融商品取引法その他適用ある法令・規則等に従い、必要となる届出等の

手続を行います。 

 

 
 

 

 

＊ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.jhrth.co.jp/ 

 

 

 

 

 

http://www.jhrth.co.jp/
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別紙１ 組織図 

 

＜変更前＞ 

 
 

 

 

 

＜変更後＞ 

 
   

 

 



 

4  

別紙２ 意思決定フロー 
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別紙３ 新たに就任する重要な使用人の略歴 

 

役職名 氏名 主要略歴 

私募ファンド部長 竹田 東 平成７年４月 株式会社エルカクエイ（現株式会社長谷工不動産ホ

ールディングス） 

平成11年10月 有限会社木根田不動産鑑定事務所  

平成12年10月 株式会社エル・シー・アール国土利用研究所  

平成15年10月 ハドソン・ジャパン債権回収株式会社（現ハドソン・

ジャパン株式会社） 

同社 Valuation部 ヴァイスプレジデント 

平成21年11月 同社 ホテル事業部 ヴァイスプレジデント 

平成28年５月 ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会

社 

運用本部 アクイジション部 シニアマネージャー

（現職） 

平成30年７月 同社 運用本部 私募ファンド部長（予定） 

 

 


